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Recently Japanese universities have been required to undertake a major task of developing 
the student’s generic skills. Active learning methods are to be systematically implemented 
for this purpose, but only a few institutions have been successful as yet. This paper intends 
to investigate the outstanding features that characterize high-flying practices, however 
small in number, and summarize key ideas toward effective program development. Ten 
institutions were selected on the basis of recent surveys on active learning practice, which 
were then visited by the present authors for an in-depth interview. Each of the ten quality 
programs are summarized in terms of program characteristics, pedagogy, operational 
system, and support services. Common observations from these successful cases are as 
follows: (a) existence of committed forces that lead dissemination of active learning 
methods and facilitate collaboration between academic and administrative staff, (b) 
existence of well-designed support services that incorporate student assistance, and (c) 
thoughtful programming of verbal communication throughout a curriculum. 
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また、独自の SNS 型 WEB 学修支援システム
「CNS（コミュニケーション支援システム）」を構
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繰り返す O/OCF を設けている。 
O/OCF は 4年制の自己開発能力コースで、1 学
年の定員は 200名（平成 23年度）であり、1 学年
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 各クラスには 2 名程度の LA と、TA あるいは
SA のいずれかを 1名配置している。 
(5) 教員支援 
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ラス 20 人程度。 
「BL1：ディベート」（初年次後期、必修）：論理
的思考力を養う。1 クラス 20 人～30 人。 
「BL2：問題解決グループプロジェクト」（2年次
前期、必修）：クライエント企業に対する企画提案。



















 BL0は経営学部全員 370 人が必修、BL1と BL2
は経営学科 210名が必修のため、学科教員の大多
数が出講する。2008年度～2010年度の GP期間中









に応じて SA を交えて調整を行う。 
(4) 授業支援 
 前年度授業の成績優秀修了者（1 年先輩）から


































































































としては、工学部 PBL 教育運営会議がある。 
 1年次と 3年次の PBL 科目は他学科への展開も
予定されており、さらに、新設の学習教育センタ
長崎大学 大学教育機能開発センター紀要 第 3号 
－  － 78
ーによって全学展開の方向である。 
(4) 授業支援 
 チーム毎に院生または 4 年生の TA が配置され
ている。 
(5) 教員支援 





























から 3 年次後期にかけて、3 科目を必修としてい
る。 
(2) 方法・クラスサイズ・評価 





「創成プロジェクト」（2年次前期、週 1回 2 コマ
連続）：オープンエンドの課題を示し、技術者とし
て必要な発想力を実習で養う。 
「創造工学実験」（3 年次通年、週 1 回 3 コマ連
続）：基本的な実験装置の取り扱い方法やデータの
解析手法などを学び、創造力を体得する。 









段階からモノ創成に入り、受講生 80 数名が 20 チ































 受講生及び教員と TA は、授業内容と評価方法
について詳述したマニュアルを共有し、それに基
づいて課題を進めている。 








































られるため、初年次と 2年次の各学期に 1 科目ず
つを配置し、実践的なトレーニングを行っている。 
(2) 方法・クラスサイズ・評価 
 以下の科目はいずれも必修で、週 1 コマ、1 ク























(3) 実施体制  
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タッフと先輩 SA でグループ学習（週 1回 50分、












業者率 11.8%以下（直近 5 カ年の最低値以下、平
成 21年度は 28.7%）、授業評価 3.0 以上（満点 4.0）、
就職活動の平均満足度 3.0 以上（満点 4.0）、就職
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